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(百万円未満切捨て)

(1)連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 5,778,772 45.8 789,606 41.0 555,527 4.7
2022年3月期 3,963,091 23.1 559,847 4.3 530,479 12.6

(注)包括利益 2023年3月期 277,666百万円 (489.2％) 2022年3月期 47,121百万円 (△94.9％)

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産

経常利益率
経常収益

経常利益率
円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年3月期 219.20 219.19 6.1 0.3 13.6
2022年3月期 209.27 209.26 5.7 0.2 14.1

(参考)持分法投資損益 2023年3月期 11,889百万円 2022年3月期 25,434百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 254,258,203 9,208,463 3.5 3,603.98
2022年3月期 237,066,142 9,201,031 3.8 3,581.39

（参考）自己資本 2023年3月期 9,133,294百万円 2022年3月期 9,077,382百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年3月期 8,867,246 6,605,667 △611,143 65,825,681

2022年3月期 4,917,186 △1,860,490 △522,056 50,136,299

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年3月期 － 40.00 － 40.00 80.00 203,087 38.2 2.2

2023年3月期 － 42.50 － 42.50 85.00 215,772 38.7 2.3

2024年3月期(予想) － 47.50 － 47.50 95.00 39.5

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

親会社株主に帰属する当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 円 銭

第2四半期（累計） － － －

通期 610,000 9.8 240.61

1．2023年3月期の連結業績(2022年4月1日～2023年3月31日)

(2)連結財政状態

(注)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。
なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

(3)連結キャッシュ・フローの状況

2．配当の状況

3．2024年3月期の連結業績予想(2023年4月1日～2024年3月31日)

(注)算定上の基礎となる普通株式数は、2023年3月末における発行済普通株式数（除く自己株式）を採用しております。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年3月期 2,539,249,894株 2022年3月期 2,539,249,894株
②  期末自己株式数 2023年3月期 5,027,306株 2022年3月期 4,659,024株
③  期中平均株式数 2023年3月期 2,534,340,257株 2022年3月期 2,534,897,183株

※  注記事項
(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：  無

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：  有
②  ①以外の会計方針の変更                      ：  無
③  会計上の見積りの変更                          ：  無
④  修正再表示　　　                                   ：  無

       （注）詳細は、添付資料P.1-14「3.（5）連結財務諸表に関する注記事項(会計方針の変更)」をご覧ください。

(3)発行済株式数（普通株式）

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本決算短信及び添付資料には、将来の業績及び計画等に関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情

報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としており、かかる記述及び仮定は将来実現する保証はな

く、実際の結果と大きく異なる可能性があります。

　また、事業戦略や業績など、将来の見通しに関する事項はその時点での当社の認識を反映しており、一定のリスクや不確実性などが含まれております。こ

れらのリスクや不確実性の原因としては、与信関係費用の増加、株価下落、金利の変動、外国為替相場の変動、法令違反、減損リスク、事務・システムリス

ク、日本における経済状況の悪化その他様々な要因が挙げられます。これらの要因により、将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するものではありま

せん。

　当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、本決算短信の「1．経営成績等の概況」のほ

か、有価証券報告書、統合報告書(ディスクロージャー誌)等の本邦開示書類や当社が米国証券取引委員会に提出したForm 20-F年次報告書等の米国開示

書類など、当社が公表いたしました各種資料のうち最新のものをご参照ください。

　当社は、業績予想の修正等将来の見通しの変更に関する公表については、東京証券取引所の定める適時開示規則等に基づいて実施いたします。従っ

て、最新の予想や将来の見通しを常に改定する訳ではなく、またその責任も有しません。


